
世界、日本における
自治体の躍動

一般社団法人イクレイ日本 事務局長

(イクレイー持続可能性をめざす自治体協議会)

大塚 隆志

第3回地球温暖化に関する九州カンファレンス「気候変動対策を織り込んだ地域発のビジョン」

2018年1月26日（金）博多・TKPガーデンシティ博多新幹線口5階プレミアムホール



● イクレイ ― 持続可能性をめざす自治体協議会

持続可能な社会の実現を目指す
世界各国の1,500以上の自治体で構成された
世界最大の自治体ネットワーク

世界各国のイクレイ事務所
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● イクレイ ― 持続可能性をめざす自治体協議会

www.iclei.org/japan

設立：1990年（リオ・サミット準備過程）

気候変動とエネルギーに関する「世界首長誓約」

都市の気候変動対策を加速する世界最大の連携

カーボン気候レジストリ

自治体のための気候変動対策
報告プラットフォーム

国際的な取組

地域の取組を加速し拡大するために、自治体の活動や連携を
促進する様々な国際的な取組を展開しています

ミッション

地球規模の持続可能性を確実なものとするために、
自治体による地域の取り組みの積み重ねを支援し、

世界的な運動を拡大すること

首長のための
気候サミット＠COP

先進的な気候変動対策に
取り組む自治体首長の集まり

COP21パリ

COP22マラケシュ

10の活動分野

• 持続可能な都市

• 低炭素都市

• 資源効率・生産性が高い都市

• 回復力のある（強靭な）都市

• 生物多様性の豊かな都市

• スマートシティ

• エコモバイル都市

• 幸福、健康、包摂的な地域社会

• 持続可能な地方経済と調達

• 持続可能な
都市・広域自治体間協力

国内会員都市

• 愛知県

• 飯田市

• 板橋区

• 岡山市

• 川崎市

• 北九州市

• 京都市

• 京都府

• さいたま市

• 下川町

• 札幌市

• 墨田区

• 東京都

• 富山市

• 豊田市

• 名古屋市

• 広島市

• 武蔵野市

• 横浜市

（2018年1月現在）

http://www.globalcovenantofmayors.org/
http://carbonn.org/


国内外の関連情報の収集と提供

日本の自治体による先進的取組のアピール

会員自治体のための情報交換機会の創出

イクレイ日本の取組
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 世界は大きな転換点を迎えている

 パリ協定が決定付けた脱炭素化の流れ

 自治体による気候行動は加速している

 なぜ自治体・地域なのか？

 ビジネスによる気候行動も加速している

 海外との温度差

 脱炭素に向けた自治体の躍動

 世界の潮流・日本の動き
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世界は大きな転換期を迎えている

パリ協定が決定付けた脱炭素化の流れ
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Laurence Tubiana, COP 21/CMP 11 Presidency; UNFCCC Executive Secretary Christiana Figueres; UN Secretary-General Ban Ki-moon; COP 21/CMP 11 
President Laurent Fabius, Foreign Minister, France; and President François Hollande, France, celebrate the adoption of the Paris Agreement. 

Photo credit: IISD/ENB
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 世界全体の温室効果ガスの排出量をできるだけ早く減少に転じ、今世紀後半には人為的な排出量と吸収量の

バランスをとるため排出削減方策を講じる。（Article 4, Para 1）

 市民社会、民間部門、金融機関、都市及びその他の準国家当局を含む、締約国以外のすべてのステークホル

ダー(all non-Party stakeholders)による取組を歓迎し (Welcomes)（COP決定 Para 133）

2015年12月 パリ協定の核心部分

地球の気温上昇を産業革命前に比べ
「2℃よりも十分低く」抑え、さらには「1.5℃未満
に抑えるための努力を追求する」（＝長期気温目標）

そのためには事実上の「排出ゼロ」

つまり、低炭素化 → 脱炭素化

全員参加のシステムチェンジ（社会構造の変革）
市民社会、民間部門、金融機関、都市及び準国家当局
などすべてのステークホルダー
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自治体による気候行動は
加速している
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なぜ自治体・地域なのか？

 人々の安心・安全な暮らし（持続可能な生活）

 気候変動は、

地域と地球規模の「社会安定」に対する脅威

 2度（1.5度）目標 ／ カーボンバジェット

 脱炭素を前提とした強くしなやかな街づくり

 社会インフラ（建物、交通、エネルギー、水道...）

 ライフスタイル
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写真：ナショナル・ジオグラフィック日本版から転載
http://natgeo.nikkeibp.co.jp/nng/article/news/14/9239/?ST=m_news
PHOTOGRAPH BY ROBERT SIMMON AND NASA/NOAA GOES PROJECT 
SCIENCE TEAM. NASA EARTH OBSERVATORY

イメージ：ニューヨーク・マガジンから転載
http://nymag.com/nymag/letters/hurricane-sandy-editors-letter-2012-11/?mid=twitter_nymag
Photo: Iwan Baan for New York Magazin

写真:  Metropolitan Transportation Authority of the State of New Yorkから転載
https://www.flickr.com/photos/mtaphotos/8139707633/in/album-
72157631889343888/
Photo: Metropolitan Transportation Authority / Patrick Cashin. 11

http://natgeo.nikkeibp.co.jp/nng/article/news/14/9239/?ST=m_news
http://nymag.com/nymag/letters/hurricane-sandy-editors-letter-2012-11/?mid=twitter_nymag
https://www.flickr.com/photos/mtaphotos/8139707633/in/album-72157631889343888/


「エネルギー、交通、水道と
いった都市サービスを

どのように市民に
届けるのか」

「より魅力的な都市を
創る必要がある」

「気候変動は課題である
と同時にチャンスだ」

マイケル・ブルームバーグ前ニューヨーク市長

写真：「首長による気候サミット」2015年12月4日＠パリ市庁舎

自治体による挑戦
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「自治体首長による気候サミット」2015年12月4日＠パリ市庁舎

 600人超の自治体リーダー

 「パリ市庁舎宣言」を採択

 適応：参加型のレジリエンス戦略及び行動計画を
策定・実施（2020年までに）

 緩和： GHG排出を3.7 Gt/year 削減（2030年まで毎年）

 緩和：100％再生可能エネルギー
あるいは GHG排出を80％削減（2050年までに）

© 2015 ICLEI e.v.
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パリ協定が自治体・地域に与える影響

公共施設・事業所 ➡

遅かれ早かれ、ゼロエネルギー化の新築・改修が
避けられない

家庭 ➡ 遅かれ早かれ、高断熱・高気密化が必要になる

交通 ➡ 遅かれ早かれ、内燃機関の自動車が走れなくなる

政策 ➡ 遅かれ早かれ、脱炭素化するための予算を
組まなければならない

投資 ➡ 遅かれ早かれ、化石エネルギーに関する投資が
負債になる

14出典：自然エネルギー財団 田中信一郎 特任研究員作成資料から引用・一部編集



ビジネスによる気候行動も
加速している
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「４℃上昇だと、殆どの資産は
保険が掛けられなくなる」

AXAグループCEO

「我々は脅威に晒されている。
個社対応では限界」
ギネスなど米ビール会社50社

過去10年でホップ価格が250%上昇

「食品生産力を脅かし、
ビジネスが成り立たなくなる」

ゼネラルミルズ、ケロッグら

気候変動の物理的被害への懸念

16スライド作成協力：地球環境戦略研究機関（IGES）、Japan-CLP
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「気候リスク対応は
不可逆的なトレンドだ」

ニューヨーク州会計監査局

NY州 会計監査局 監査官

AXAグループ CIO
S&P

マネージング
ディレクターCOP22 Business and Industry dayより 写真：IGES

投資家らによる気候リスクへの懸念

「対策を怠る企業は
資金繰りが厳しくなるだろう」

AXAグループ 最高投資責任者

スライド作成協力：地球環境戦略研究機関（IGES）、Japan-CLP



巨大な脱炭素マーケットへの期待

「グリーンインフラへの
必要投資は約90兆ドル」

New Climate Economy

「脱炭素化は巨大な
投資機会をもたらす」

Black Rock

「各国の削減目標は、
“投資計画”だ」

世界銀行

COP22 Business and Industry dayより 写真：IGES

出典：Blackrock (2016)“adopting portfolios to climate change”

New Climate Economy（2016）世銀グループ ディレクター

スライド作成協力：地球環境戦略研究機関（IGES）、Japan-CLP 18
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米国の大学連合が研究中の風力（高さ500m, 50MW)

出典：Scientific Americqan https://www.scientificamerican.com/article/world-rsquo-s-largest-wind-turbine-would-be-taller-than-the-empire-state-
building/?WT.mc_id=SA_TW_ENGYSUS_NEWS&sf93883743=1&sf94061319=1, Google, Project Sunroof HP, Bromberg, https://www.bloomberg.com/news/articles/2017-10-03/saudi-arabia-gets-cheapest-
ever-bids-for-solar-power-in-auction

Ｇｏｏｇｌｅの太陽光診断サービス

サウジ、太陽光入札で
1.7￠/kWhを記録

フル電動の2.7tトラックが出現

イノベーションへの挑戦が加速

資料提供：Japan-CLP

https://www.scientificamerican.com/article/world-rsquo-s-largest-wind-turbine-would-be-taller-than-the-empire-state-building/?WT.mc_id=SA_TW_ENGYSUS_NEWS&sf93883743=1&sf94061319=1


© ICLEI e.V./2017
出典：The Climate Group, Japan-CLP

企業の再エネは、「拡大」から「100％」へ！

資料提供：Japan-CLP



Source: Japan-CLP発表資料 IGES COP23 報告セミナー：脱炭素化への長期ビジョン、COP23で世界はどう動く？ 2017年12月1日・東京・コクヨホール



脱炭素に向けた自治体の躍動

～ 世界の潮流 ～

22



COP23： 2017年11月6-17日＠ボン（ドイツ）

• 自治体首長による気候サミット
(Climate Summit of Local and Regional Leaders)

• 米国非政府主体による誓約
（America’s Pledge: We Are Still In）

• 25の大都市によるカーボン・ニュートラル宣言
（Ｃ40:世界大都市気候先導グループ) © ICLEI e.V./2017



自治体首長による
気候サミット

2017年11月12日（日）＠ボン・ゾーン



参加者総数 1000+ 
政策決定者 330+
ひとつのゴール

© ICLEI e.V./2017



地球規模の気候行動（GCA）マラケシュパートナーシップ
COP23プログラム 2017年11月10－14日＠ボン・ゾーン



サミットのテーマとセッション構成
開会セッション
– 今が重要な時：地域による気候リーダーシップ

セッション 1 
– 新たなグローバル枠組・行動モデル：
気候変動対策と持続可能な社会に向けた取組の統合

セッション 2a 
– 協働：コミュニティーの参画による前進

セッション 2b 
– 協働：都市と地域における統合的計画づくりと
持続可能な投資

セッション 3 
– 行政区域を越えた気候変動対策のために

セッション 4 
– あらゆるレベルの政府による協調を通じた取組強化

閉会セッション
– 気候変動対策のための団結

行動のための
パートナーシップ

アフリカ、後発開発途上国、小島嶼国

コミュニティー及び
ビジネスの参画

持続可能な開発のための
全体的アプローチ

国別目標(NDC)
達成に向けた

マルチレベルガバナンス



“自治体首長の力と意気込みを引きだすべき” 

フランク・バイニマラマ フィジー首相／COP23議長

“私たちは、新たな協働体制を構築し、
共に行動を起こすためにここにいる”

アショク・シドラハン ボン市長／イクレイ筆頭副会長

“自治体は意識を高め、決意を固め、国の指導者を
鼓舞し、できることは地域レベルでやっていくべき” 

ジェリー・ブラウン
米国カリフォルニア州知事／広域自治体に関するCOP23特別アドバイザー

“都市、州や県などの広域自治体は、特に力を
合わせた時に、とてつもなく大きな力を持っている”

アーノルド・シュワルツェネッガー
「R20–気候アクションの地域」創設者／前カリフォルニア州知事

Photo: © ICLEI e.V./2017



パリ協定の達成に向けた自治体首長による
「ボン・フィジー宣言」

© ICLEI e.V./2017



FURTHER,  FASTER,  TOGETHER.
#UNITING4CLIMATE

もっと先へ、より速く、連携して

© ICLEI e.V./2017



Source: https://www.wearestillin.com/COP23

米国非政府主体による誓約
US 気候行動センター＠COP23





パトリシア・エスピノサ
UNFCCC事務局長

マイケル・
ブルームバーグ
前ニューヨーク市長

都市・気候変動担当の国連特使

フランク・バイニマラマ
フィジー首相／COP23議長

ジェリー・
ブラウン

カリフォルニア州知事
広域自治体に関するCOP23

特別アドバイザー

©Bloomberg 
Philanthropies / 2017

ローラ・
フィリップス
ウオールマート

持続可能性担当副社長
0

ビル・
ペドゥート
ピッツバーグ

市長

エド・
マーキー
上院議員



世界第3位：パリ協定を支持する
米国非国家主体の経済規模

出展: Bloomberg Philanthropies. (Nov. 2017) America’s Pledge Phase 1: States, Cities, and Businesses in the United States 
Are Stepping Up on Climate Action. 



 C40(世界大都市気候先導グループ)に加盟する25の大都市

 「2050年までのカーボン・ニュートラル」を宣言

先進国からはパリ、ロンドン、ニューヨーク、さらに米国テキサス州の
オースチンなど

途上国からはブラジルのリオ・デ・ジャネイロ、エクアドルのキトなど

Full List: Austin, Accra, Barcelona, Boston, Buenos Aires, Cape Town, Caracas, 
Copenhagen, Durban, London, Los Angeles, Melbourne, Mexico City, Milan, 
New York City, Oslo, Paris, Philadelphia, Portland, Quito, Rio de Janeiro, 
Salvador, Santiago, Stockholm & Vancouver.

25の大都市による

カーボンニュートラル宣言

(2017年11月12日）
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Source: フライブルク市発表資料京都議定書誕生20周年記念 地球環境京都会議2017（KYOTO＋20）
2017年12月10日・京都・国立京都国際会館

フライブルク市 新市庁舎 - プラス・エネルギー建築



脱炭素に向けた自治体の躍動

～ 日本の動き ～
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COP23におけるイクレイ日本の活動

38

開催日 会場名 会議名 参加自治体

11月9日 ジャパンパビリオン 技術移転を通じたSDGsの達成 横浜市

11月10日
都市と地域
パビリオン

Breakfast Table Talk: Here comes the sun 
-Make the most out of your solar potentials

富山市

11月10日
都市と地域
パビリオン

持続可能でレジリエントな東アジアの都市に向けた
変革をもたらすローカルアクション

富山市、京都市

11月12日 ボンゾーン 第3回首長による気候サミット
広島市、横浜市、

富山市、東京都、豊田市、
岡崎市（非会員）

11月13日 ジャパンパビリオン
都市と地域：
脱炭素でレジリエントな未来へのパイオニア

富山市、東京都

11月13日 EUパビリオン
世界首長誓約デー：Promoting integrated 
planning and implementation of climate action 

東京都

11月14日 ジャパンパビリオン
脱炭素社会に向けた構造改革：産業、
都市、国の役割

横浜市
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気候変動対策・エネルギー目標
 2030年までにGHG排出40％減（2013年比）
 2030年までにエネルギー消費量20.1％削減（2013年比）

徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例 (2016年10月)

～ 低炭素社会から「脱炭素社会」へ、新たな羅針盤 ～
 「県民総活躍」による脱炭素社会の実現
 地域資源を最大限活用し、地域課題の解決に貢献
 あらゆる政策へ気候変動の視点を組み込み（主流化）

緩和策（地球温暖化対策推進計画）と適応策（気候変動適応戦略）

対策・取組分野
 県民生活（エシカル消費、事業者、建築、交通）
 自然エネルギー・水素エネルギーの最大限の導入
 森林再生・県産材利用、フロン類、３R、食品ロス
 気候変動影響・適応に関する調査と情報提供
 環境教育、地域リーダーなど

徳島県（日本）



気候変動対策・エネルギー目標
 2020年までにGHG排出25％減（1990年比）
 2030年までにGHG排出40％削減（1990年比）
 長期的には 1990 年度比 80%以上削減（1990年比）

京都市地球温暖化対策計画 （2011-2020）2017年3月改訂

 気候変動への更なる挑戦 ～ プロジェクト“０(ゼロ)”への道 ～

京都市（日本）

 プロジェクトIII：化石燃料から脱却した社会への転換（ 2050年以降）
 都市基盤やエネルギー需給の在り方など、市民、事業者など全ての主体が

まちのあるべき姿を共有し、まちづくりを根本から転換 40
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気候変動対策・エネルギー目標
 2030年までにGHG排出40～50％削減（家庭部門：2005年比）
 2050年までにGHG排出70％削減（2005年比）

第2次環境モデル都市行動計画
 「おひさま」と「もり」と「みず」のエネルギーが育む環境文化都市

飯田市地域環境権条例
 飯田市再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関する条例
 再エネは市民共有の財産

「低炭素から脱炭素へ～地域ぐるみで新たな挑戦～」2017年2月8日（水）

 主催：地域ぐるみ環境ISO研究会、飯田市 共催：南信州広域連合

飯田市（日本）

写真提供: 飯田市 © 2017 Iida City



@LR_Series |  #LocalRenewables

長野県
Nagano Prefecture

地域再生可能エネルギー国際会議2017

低炭素社会に向けた

エネルギー自立地域の創出とネットワーク
2017年9月7日-8日 長野市

42



@LR_Series |  #LocalRenewables

再生可能エネルギー100%地域を目指す

自治体首長による長野宣言

• 「首長サミット」に集う日本の自治体の首長は、

再生可能エネルギー100％地域を目指して、

新たな取組と連携の行動開始を宣言します。

• 再生可能エネルギーを活用して、直面する課題を

乗り越え、住民の暮らしを守り、地域経済を活発

にします。
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2017年9月8日
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京都議定書誕生20周年記念

地球環境京都会議2017（KYOTO＋20）
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持続可能な都市文明の構築を目指す京都宣言

• 今世紀後半の脱炭素化の達成に向けて，都市は， 周辺地

域との連携を深めながら，ポテンシャルを最大限に発揮し

（中略）環境と調和した持続可能な都市文明を構築しなけ

ればならない。

• 市民の暮らしに直接関わり，市民の主体的な参画により運

営される都市が（中略）リーダーシップを発揮していく必

要がある。

京都議定書誕生20周年記念

地球環境京都会議2017（KYOTO＋20）

2017年12月10日



Source: 環境省発表資料 IGES／GISPRI共催 「COP23報告シンポジウム」2017年12月20日・東京・灘尾ホール



今どこにいるのか？

どこに行きたいのか？

どうやってそこに行くのか？

タラノア対話
COP23決定と添付文書 (2017年11月）
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ご清聴ありがとうございました。
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